
公募型プロポーザルの公告 

 

次のとおり、公募により企画提案を募集し、その内容を審査して最優秀提案者を選定する手続き（以下「公

募型プロポーザル方式」という。）を実施する。 

 

 令和７年７月１７日 

奈良県知事  山下 真 

 

１ 公募型プロポーザル方式に付す事項 

(1) 業務名  

   地方独立行政法人奈良県立病院機構（以下「法人」という。）令和７年度会計監査人業務 

(2) 業務目的 

   地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号。以下「法」という。）に基づき設立された法人の令

和７年度における財務諸表、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書について法第３５

条の規定に基づき監査を行う。 

(3) 任期 

知事が選任した日から令和７年度の財務諸表承認日までとする。ただし、今回の公募型プロポーザル

方式で選定した会計監査人（以下「当該監査法人」という。）は原則として３年間継続することとし、令

和８年度及び令和９年度においては、会計監査人としての適格性を欠くに至った場合や辞退する場合を

除き、当該監査法人の意向及び当該年度の前年度の監査業務実績等についてのヒアリングの実施をもっ

て、当該年度の会計監査人として選任する。この場合の任期は、各年度の財務諸表承認日までとする。 

 

２ 公募型プロポーザル方式に参加する者に必要な資格 

  次のいずれにも該当すること。 

(1) 法第３７条に定める資格を有する公認会計士又は監査法人であり、公認会計士法（昭和２３年法律

第１０３号）その他諸法令における欠格事項に該当する者でないこと。 

(2) 病院を有する独立行政法人及び地方独立行政法人の会計監査を実施した実績があること。 

(3) 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続開始の申し立て中、又は再生手続

中でないこと。 

(4) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定による更生手続開始の申し立て中、又は更生手続

中でないこと。 

(5) 物品購入等に係る競争入札の参加資格等に関する規程（平成７年１２月奈良県告示第４２５号）又

は建設工事等に係る競争入札の参加資格等に関する規程（平成８年１２月奈良県告示第４２７号）に

よる競争入札参加資格者名簿に登載されている者であること。 

(6) 奈良県物品購入等の契約に係る入札参加停止措置要領又は奈良県建設工事等請負契約に係る入札参

加停止措置要領による入札参加停止の措置期間中でない者であること。 

(7) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

(8) 役員等（法人にあっては役員（非常勤の者を含む。）、支配人及び支店又は営業所（常時契約に関す

る業務を行う事業所をいう。以下同じ。）の代表者を、個人にあってはその者、支配人及び支店又は

営業所の代表者をいう。以下同じ。）が暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下

同じ。）でないこと。 



(9) 暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に

関与していないこと。 

(10)役員等が、その属する法人、自己もしくは第三者の不正な利益を図る目的で、又は第三者に損害を

与える目的で、暴力団又は暴力団員を利用していないこと。 

(11)役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等直接的若しくは積

極的に暴力団の維持及び運営に協力、又は関与していないこと。 

(12)役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していないこと。 

 

３ 業者選定方法 

知事は、法人の令和７年度会計監査人を選任するにあたり、参加者を公募し、当該参加者に対して参加

申込書・提案書の提出を求め、かつ提案者へのヒアリングを実施し、「地方独立行政法人奈良県立病院機

構令和７年度会計監査人業務に係る公募型プロポーザル実施要領」に基づき審査を行い、最も高得点を獲

得した者を最優秀提案者として選定します。 

プロポーザルへの参加を希望される場合は、実施要領等を交付しますので、参加申込書及び提案書を提

出期限までに提出してください。 

 なお、主な日程は下記のとおりです。 

◇公告、実施要領等の交付開始      令和７年７月１７日（木） 

◇参加申込期限             令和７年７月３０日（水） 

◇質問票提出期限            令和７年７月３０日（水） 

◇提案書の提出期限           令和７年８月１２日（火） 

◇ヒアリング              令和７年８月２０日（水） 

◇選定結果通知             令和７年８月２７日（水）予定 

 

４ 公募型プロポーザル実施要領等の配布期間、配布方法等 

(1) 配布期間 

    令和７年７月１７日（木）から令和７年８月１２日（火）まで 

 

(2) 配布方法 奈良県福祉保険部医療政策局病院マネジメント課ホームページ 

    （https://www.pref.nara.jp/4182.htm）から入手するものとする。 

(3) 配布資料 

① 「地方独立行政法人奈良県立病院機構令和７年度会計監査人業務に係る公募型プロポーザル実

施要領」 

② 参加申込書（様式１～３） 

③ 質問票（様式４） 

④ 提案書（様式５～８） 

   

５ 参加申込書（様式１～３）の提出期限 

令和７年７月３０日（水）午後５時００分まで 

 

６ 質問票（様式４）の提出期限 

令和７年７月３０日（水）午後５時００分まで 

 

 



７ 提案書（様式５～８）の提出期限 

   令和７年８月１２日（火）午後５時００分まで 

 

８ 失格事項 

  応募者が次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 

(1) 「２ 公募型プロポーザル方式に参加する者に必要な資格」に定めた資格が備わっていないとき。 

(2) 複数の企画提案書等を提出したとき。 

(3) 提出のあった企画提案書等が様式及び記載上の注意事項に示された内容に適合せず、その補正に応じ  

   ないとき。 

(4) 提出書類等に虚偽又は不正があったとき。 

(5) 企画提案書等受付期間までに所定の書類が整わなかったとき。 

(6) そのほか不正な行為があったとき。 

 

９ 契約手続 

  提案書に記載された条件等を基本的な取引条件とし、法人と最優秀提案者との間で具体的条件を定め、

会計監査人業務を行うこととする。 

 

１０ 担当部局 

(1) 名称   奈良県福祉保険部 医療政策局 病院マネジメント課 企画係 

(2) 所在地  〒６３０－８５０１ 

         奈良県奈良市登大路町３０番地 

              電話番号 0742-27-8647（直通） 

        ＦＡＸ  0742-22-7471 

 

１１ その他 

(1) 公募型プロポーザル方式への参加に要する費用は、提案者の負担とする。 

(2) 法第３９条に違反したときは、解任する。 

(3) 詳細は、「地方独立行政法人奈良県立病院機構令和７年度会計監査人業務に係る公募型プロポーザル

実施要領」による。 


